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1. まえがき 

SSR （ 二 次 監 視 レ ー ダ ；  Secondary 
Surveillance Radar）モードSは，従来の監視機

能の性能向上に加えて，データリンク機能を有

する航空管制用レーダである。日本では2003年
以降運用が段階的に開始され，整備が進められ

ている[1]。 
SSRモードSのデータリンク機能の活用は欧

州を中心に進められている[2]。ダウンリンク機

能を用いて地上で取得した機上の動態情報

（DAPs； Downlink Aircraft Parameters）は，

航空機の対気速度，対地速度，磁方位，ロール

角等の状態情報，および選択高度等の意図情報

から構成される。DAPsを航空管制に利用するこ

とにより，管制官の状況認識の向上，音声通信

量の低減，航空機の予測精度改善による航空交

通の交通量増大への対応および安全性向上が期

待されている。 
DAPsを航空管制に利用するためには，その信

頼性が重要になる。米国のマサチューセッツ工

科大学（MIT）リンカーン研究所は，DAPsを利

用する際に考慮すべき以下の課題を指摘してい

る[3]。モードS対応の機上装置は，各種のセン

サ類，トランスポンダ，インタフェース装置等，

多数の機器から構成される。また，機体によっ

て機器・構成が異なる。装置の複雑さにより，

試験項目の組合せパターンが多岐にわたる。ま

た，網羅することが困難である。あるいは地上

試験では，実施可能な項目に限界がある。さら

に，運用中の航空機で不具合が発生した場合に

検出できない。 
これらの課題に対応するため，運用中の航空機

からダウンリンクしたデータをモニタすること

による DAPs 異常を検出するシステムの検討が

進められている。欧州では，AMP(Airborne 
Monitoring Project)において評価が行われてい

る[4]。米国では，MIT が DAPs の有効性を検証

するシステムの開発を実施している[3]。 

日本での将来のDAPs導入に対応するため，電

子航法研究所では，SSRモードS実験局を整備し，

DAPsデータの収集を行っている。さらに，DAPs
の有効性評価システムの開発を進めている。開

発においては，上述のMITが開発したDAPs有効

性評価手法の適用を検討している。今回，MIT
の44の試験項目のうち33項目を実装し，評価試

験を行った。 
本稿では，次項でSSRモードSによる動態情報

ダウンリンクの概要を述べる。3項で実施した試

験内容を説明し，4項にて試験結果を示す。最後

に結果をまとめる。 
 

2. SSRモードSによる動態情報ダウンリンクの

概要 

SSR モード S では，地上のモード S センサか

らの質問に応じて，機上のモード S トランスポン

ダが応答を返す。モード S トランスポンダには，

固有のモード S アドレスが割り当てられており，

地上のモード S センサから特定の機体に対する

個別質問が可能である。 
 

質問

応答

航空機 

BDSレジスタ 

トランスポンダ 

BDS01 

BDS02 

・・・ 

BDSff 
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FMS

高度計

気象計

GICB 

コントローラ
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表示装置 

収集データ

記憶装置 

 

図 1 モード Sシステム構成 



 

トランスポンダには，BDS（Comm-B Data 
Selector）レジスタと称される 255 個の記憶領域

があり，モード S トランスポンダに接続された航

法や気象に係るセンサの測定値や FMS からの指

示値等が記録されている（図 1）。一般に，搭載

されたトランスポンダの能力および機上装置の

装備状況

3.

電子航法研究所では，モードS実験局において 
 

. B スタ（主要動 報）形式 

ex) 

ビ

番号 
内容 

により，ダウンリンク可能なデータは異

な

タの 56 ビット長デー

タ

通報）および表 1.2（主

要

的／静的構成の利

用

データに対応する有効性フラグが含まれる。 
 

1.1 ジスタ（能力 形式 

ex) 

ビ  
番号 

内容 

る。 
動態情報のダウンリンクには，GICB（地上喚

起 Comm-B ；  Ground Initiated 
Communication-B）プロトコルを使用し，地上

からの特定の航空機に対する個別質問による要

求に対応した BDS レジス

が返信される[5][6]。 
本稿での評価対象となる BDS レジスタの形式

（一部分）を表 1.1（能力

動態情報）に示す。 
表 1.1 の BDS10/17/18/19 は，主にデータリン

ク機能および各レジスタの動

可能情報を含んでいる。 
表1.2のBDS40/50/60は，主要な動態情報群で

ある。各レジスタには動態情報データおよび各々

の

表  BDS レ 通報）

BDS 
コード 
(h

ット

10 リンデータ ク能力通報 
 17:23 ン モード S サブネットバージョ

 25  
0 を含む） 

モード S 固有サービス能力

（BDS40/50/6
17 BDS一般 動的能力通報 
 09 BDS40 動的利用可能フラグ 
 16 BDS50 動的利用可能フラグ 
 24 BDS60 動的利用可能フラグ 
18 01~38BDS 静的能力通報 
 34 BDS17 静的構成有効フラグ 
 41 BDS10 静的構成有効フラグ 
19 39~70BDS 静的能力通報 
 17 BDS60 静的構成有効フラグ 
 33 BDS50 静的構成有効フラグ 
 49 BDS40 静的構成有効フラグ

 DAPs有効性評価試験の内容 

表 1.2 DS レジ 態情

BDS 
コード 
(h

ット

40 機選択航空 高度意図 
 01 有効フラグ 
 02:13 

 
データ 

MCP/FCU
選択高度 

 14 有効フラグ 
 15:26 

FMS 選択高度 
データ 

 27 有効フラグ 
 28:39 データ 

気圧設定値 

 40:47 予約 
 48 有効フラグ 
 49:51 データ 

U 
モード 
MCP/FC

 52:53 予約 
 54 有効フラグ 
 55:56 データ 

 
情報源 
選択高度

50 ・転回航跡 情報 
 01 有効フラグ 
 02:11 

角 
データ 

ロール

(RA) 

 12 有効フラグ 
 13:23 

角 
データ 

トラック

(TTA) 

 24 有効フラグ 
 25:34 

度 
データ 

対地速

(GS) 

 35 有効フラグ 
 36:45  データ 

トラック角 
変化率(TAR)

 46 有効フラグ 
 47:56 データ 

真対気速度 
(TAS) 

60 位・速磁方 度情報 
 01 有効フラグ 
 02:12 データ 

磁方位 
(HDG) 

 13 有効フラグ 
 14:23 

気速度 
データ 

指示対

(IAS) 

 24 有効フラグ 
 25:34 

MACH 
データ 

 35 有効フラグ 
 36:45 データ 

気圧高度 
変化率(BAR) 

 46 有効フラグ 
 47:56 データ (IVV) 

垂直慣性速度 

 

 



 

収集しているSSRモードSデータを用いDAPsの
有効性を評価するシステムの開発を行っており，

米国MITリンカーン研究所が開発した試験を実

装している。本稿では，MITリンカーン研究所が

開発した44項目の試験を2つのグループに分け

た。装置の構成状況・稼動状態に係る29項目の試

験を静的情報試験，動態情報の値および飛行状態

を示す情報に対する15項目の試験を動的情報試

験

項

の動的情報試験の実装が完了している。 

3.

規定に従

っ

変わら

な

ル

上記の内容が満たされてい

3.

不 2に示す。 

の速さを求め，その水平方向の速さが50[kt]以 

 

，とした。 
現在，電子航法研究所において開発中の評価シ

ステムでは，23項目の静的情報試験および10
目

 
1 静的情報試験の内容 

静 的 情 報 試 験 は ， 能 力 通 報 レ ジ ス タ

（BDS10/17/18/19）および主要動態情報レジス

タ（BDS40/50/60）の各フラグおよびフィールド

の値が，国際民間航空機関（ICAO）の

ていることを検証する試験である。 
能力通報レジスタ(BDS10/17/18/19)には，トラ

ンスポンダのモードSサブネットバージョン，モ

ードS固有サービス能力，動態情報BDSの利用可

能状態および構成状態，等の各種の状態を示す情

報が含まれる（表1.1）。DAPs対応の場合は，

BDS10のサブネットバージョンは，3または4で
ある必要がある。モードS固有サービス能力は，

BDS40/50/60を含む特定のサービスの有効性を

示すため’1’である必要がある。BDS17は，一般

的によく使用される各BDSの利用可能状態を示

すフラグから構成され，BDS18/19は，各BDSが
静的構成として有効であるかを示すフラグから

成る。対応する有効な動態情報BDSのフラグは’1’
とならなければならない。なお，これらの構成状

態は，（機器の故障等で機上機器の構成が

い限り，）フライト中は変化しない。 
主要動態情報レジスタ(BDS40/50/60)には，選

択高度や速度等のデータと，それらの各データの

有効性を示すフラグが含まれる（表1.2）。各レ

ジスタでは，少なくとも１個の動態情報が有効で

ある必要があり，有効でない動態情報データのフ

ィールドは’0’値になること，および，予約フィー

ドは常に’0’値となることが規定されている。 
静的情報試験では，

ることを確認する。 

2 動的情報試験の内容 

動的情報試験は，主要動態情報レジスタである

BDS50および60の動態情報の値を，レーダ測位

値から計算された値と比較することにより，有効

性を確認する試験である。有効性の判定には，レ

ーダ測位値から算出される閾値を用いる。レーダ

測位値から計算された動態情報値とDAPs値の差

を判定閾値と比較し，判定閾値より大きい場合を

合格（エラー）とする。評価手順を図

(1) レーダ測位動態情報の計算 

レーダ測位値から動態情報を求めるために，最

初に，異常なレーダデータを検出・除去する。検

出手法としては，測位値の時間変化からターゲッ

ト

 

収集データ記憶装置 

図 2 動的情報試験フローチャート 

DAPsデータ 

試験結果 

DAPsデータ評価 
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有効性判定 
閾値算出 
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動態情報 
計算 

レーダ測位 
動態情報 

レーダ測位値 
（フィルタ処理後） 

スムージング処理 
（水平：2次曲線  
 垂直：Gauss-Kernel） 

レーダ測位 
異常値除去 

レーダ測位値・DAPsデータデコード 

 



 

下もしくは800[kt]以上，または垂直方向の速さ

が5,000[ft/min]以上であれば，異常データとして

排

求め，差分計算により各動態情報を

計

ゲット位置におけるレーダ測位の

誤差

向および方

位

ック

角

数αを用い， 
hreshold = ασ 

と

ール角の符号の一致を確認

る試験を行う。 

 

びデータ

更

できない場合の評価手法は，以

下

れらの動態情報に対する試験は実

されない。 

4.

を示す。以降の試験番号は，文献[3]に従う。 

4.

は

10

空機に対する

BDS40/50/60 要求質問を行う。 

4.

た。対象となった機体数は

1,
ウ

θ : 方位角 

除している。 
異常データ排除後，水平位置は7点2次曲線フィ

ッティング，高度はGauss-Kernelフィルタを用

いて測位値を

算する。 

(2) 有効性判定閾値の算出 

ダウンリンクした動態情報の評価に用いる判

定閾値は，レーダ地上局からの距離（レンジ）R，
方位角θのター

（図 3） 
レンジ誤差： σRange (R, θ) = σR

方位角誤差： σazimuth (R, θ) = R σθ

をもとに算出される。ここで，σR および σθはレ

ーダ地上局の装置性能である距離方

角方向の精度の標準偏差である。 
この測位誤差および差分計算に用いる時間差

Δtを用いて，速さ(GS,TAS,IAS,MACH)の誤差

σSpeed，方位角(TTA,HDG)の誤差σHDG，トラ

変化率(TAR)の誤差σHRを算出する。[3] 
閾値は，検定率に対応する係

 T
する。 
ロール角に対する閾値（最大値，最小値）は，

真対気速度(TAS)およびトラック角変化率(TAR)
およびそれらの誤差から算出される。ただし，

TASまたはTARが有効でない場合のロール角の

評価は，レーダデータから計算された TAR とダ

ウンリンクされたロ

す

図 3 レーダ測位精度 

高度変化率（BAR,IVV）に対する閾値は，文

献[3]に基づき，高度情報の分解能およ

新周期をもとに，閾値を設定する。 
(3) 気象データ欠損時の判定手法 

磁方位，真対気速度，指示対気速度，マッハ数

の算出には，ターゲット位置での気象データ（風

向風速および気温）を別途入手する必要がある。

気象データが利用

の様に行う。 
磁方位に関しては，試験は実施されない。 
真対気速度，指示対気速度，マッハ数に関して

は，DAPs データに当該３データが含まれている

場合は，高度情報および大気の標準モデル[8]，
速度変換式[9]を用いて３速度間の整合性を評価

する。DAPs データに当該３データが含まれてい

ない場合は，こ

施

 
 有効性評価試験結果 

調布の SSR モード S 地上局において収集され

たデータを使用し，有効性評価試験を実施した結

果

 
1 電子航法研究所実験局での収集データ 

電子航法研究所では，調布本所に SSR モード S
地上局を整備し運用している。スキャン周期

[sec]，覆域半径は最大 250[NM]である。 
SSR モード S 地上局は，航空機を初期捕捉す

ると，データリンク能力通報（BDS10）要求を

行い，各 BDS レジスタの静的構成能力 BDS18，
19，および動的能力通報 BDS17 を要求する。ダ

ウンリンクした BDS17 の内容を解読し，主要な

動態情報群である BDS40/50/60 の全てが有効で

ある場合，以後スキャン毎に該当航

 

方位角誤差 
σazimuth (R,

レンジ誤差 
σRan

 
2 静的情報試験結果 

静的情報試験では，調布の地上局において

2011 年 6 月 1 日から 30 日（うちデータ欠損約 5
日 分 ） に 収 集 さ れ た デ ー タ を 使 用 し ，

BDS40/50/60 の全てが有効であるトランスポン

ダのデータを対象とし

519 機であった。 
表 2.1 に BDS10/18/19 に対する動態情報ダ

R : 距離（レンジ） 

ターゲット位置 
 (R, θ) 

レーダ位置 

ge (R, θ) 
 θ)

x 

y 

 



 

ン

て，試

験

貫してフラグが有効設定

さ

の別のフライト時は合格判定

となっているため，偶発的にエラーが発生したも

の

0/60 に

対

になっていたのは各 8
回

試験番号 29,30,32,39 は，フラグが無効である

場合のデータフィールド，もしくは予約フィール 

表 2.1 静的情報（能力通報レジスタ；BDS10/18/19）試験結果 

機体 

リンク機能に係る部分の試験結果を示す。 
BDS10（データリンク能力通報）に関して，

試験番号 14 は，モード S サブネットが DAPs 対

応のバージョン（3 または 4）で製造されている

ことを確認するものであるが，8 割以上の機体で

条件が満たされていなかった。バージョン情報が

DAPs 運用に与える直接的な影響を考慮し

項目の必要性を検討する必要がある。 
試験番号 15 はモード S 固有サービス能力フラ

グが設定されていることを確認する項目である。

BDS40/50/60 情報が利用可能である場合は，こ

のフラグが設定されている必要があるが，4 機体

において試験期間中一

れていなかった。 
BDS18 および 19（BDS 静的構成有効通報）

に関しては，試験番号 2（BDS10 有効）および 3
（BDS17 有効）でレジスタ静的構成有効フラグ

が設定されている必要があるが，同一機体で同時

に不合格となる結果が１回発生した。試験番号 6

（BDS40 有効），7（BDS50 有効），8（BDS60
有効）で確認する有効フラグは，３機体において

同時に不合格となる結果が確認された。これら試

験番号 2,3,6,7,8 で不合格判定となった機体に関

しては，試験期間中

 

と考えられる。 
 
主要動態情報レジスタである BDS40/5
する有効フラグおよびデータフィールドの整

合性評価を行った結果を表 2.2 に示す。 
試験番号 28,31,39 は，BDS 毎に，動態情報デ

ータ有効フラグのうち少なくとも１フラグが有

効設定されていることを確認する試験である。全

てのデータフラグが無効

で，機体数も 8 機であったため，偶発的に生じ

たものと考えられる。 

試験実施回数 対象 試験 
試験内容 

総 格 総数 合格BDS 番号 数 不合  不

14  モード S サブネットバージョン= 3,4  2 18,561 1,27
10  

） 
21,427 1,519 

15  固有サービス能力（BDS40/50/60 含む 12 4 
2  BDS10 静的構成有効 1 1 

18  17,930 1,512 
3  BDS17 静的構成有効 1 1 
6  BDS40 静的構成有効 3 3 
7  BDS50 静的構成有効 3 3 19  16,713 1,500 
8  BDS60 静的構成有効 3 3 

 

表 2.2 静的情報（主要動態情報レジスタ；BDS40/50/60）試験結果 

機体 試験実施回数 対象 試験 
試験内容 

総 格 総数 合格BDS 番号 数 不合  不

28  １個以上有効データ有 8 8 
29  有効でないデータフィールド='0' 416 1 40  2,877,354 1,519 
30  予約フィールド='0' 416 1 
31  １個以上有効データ有 8 8 

50  
ルド='0' 

2,877,947 1,519 
32  有効でないデータフィー 0 0 
38  １個以上有効データ有 8 8 

60  
39  有効でないデータフィールド='0' 

2,878,261 
0 

1,519 
0 

 



 

ドが’0’値に ， 

3 動的情報試験結果 

の SSR モード S 地上

局

の算出に使用するレーダの距離方向およ

び

] 
g] 

を 係数は，正規分布の 95％値で

1.96 
として，閾値を求めた。 

ないため，磁方位の試

験

解析データ例として，図 4,5,6 に，航空機の航

跡

局

6 では，上段にフィルタ処理後の

レ

テム時刻が 31,700～
32 s

ゲットがレーダ地上局からみてレンジ方向に飛

離れる

に

レーダデータ総数は 188,504 であった。レーダデ

ー

実

設

小さくな

る

なっていることの確認試験であるが

1 機体で不合格となっていた。この解析期間中に

当該機体の飛行は 2 回のみであり，1 回目のフラ

イトの捕捉期間では，251 回のダウンリンクデー

タで 228 回の不合格，2 回目のフライトでは 188
回のダウンリンクデータ全てで不合格であった

ことを確認した。機器の不具合が原因と推測され

る。 
 

4.

動的情報試験には，調布

において 2011 年 6 月 1 日に収集されたデータ

を用いた。DAPs データを含み，捕捉期間が 60
秒以上の航跡を含む航空機のみを解析対象とし

た。 

閾値

方位角方向の精度の標準偏差は，地上局の装置

性能である 
σR = 25 [ft
σθ = 0.06 [de
用いた。検定率

ある 
α = 

気象データは使用してい

は実施していない。また，真対気速度，指示対

気速度，マッハ数に関しては，３速度間の整合性

試験の結果が示されている。 
 

，および対地速度，トラック角のデータを示す。 
ターゲットは，羽田空港を離陸後，レーダ地上

を旋回するように飛行し，西方に離れて行って

いる（図 4）。 
図 5 および図

ーダ測位値から差分計算により求められた各

動態情報（○印）および DAPs データ（◆印），

中段にレーダ値と DAPs 値の差（＋印）および判

定閾値（－印），下段にレーダ値と DAPs 値の差

の絶対値と閾値の比（□印）を，横軸をシステム

時刻として示してある。 
図 5 において，シス

,000[ ec]にかけて，閾値が小さくなる事象が発

生し，不合格判定が生じている。この期間，ター

行していた（方位角方向の速度が小さい）ため，

判定閾値が小さくなったと考えられる。 
図 6 のトラック角データに関しては，概して，

判定閾値がレーダ地上局の近傍で小さく，

従い大きくなっていることが分かる。

30,700[sec]付近のターゲットがレーダ地上局を

ほぼ同一距離で旋回している部分では閾値が小

さくなり，評価判定が不合格となっている。ター

ゲットが西方に離れていくに従い判定閾値が大

きくなるため，評価判定は合格となっている。 
 
動的情報試験のデータは，機体数は 437 機，

タの異常値を除去後，試験対象となる DAPs
データが含まれるターゲットデータに対して試

験を実施した結果の，各動態情報毎の試験 施数，

試験不合格数，不合格率を表3および図7に示す。 
対地速度およびトラック角変化率の試験結果

は，不合格率が 5%以下となっており，判定閾値

定時の 5%を満たす結果であった。 
トラック角の不合格率は 22.36%であった。前

述のように，レーダ地上局近傍で閾値が

ことが原因と考えられる。 
 

 
図 4 ターゲット航跡（例） 

上図はターゲットの緯度経度およびレーダ地上局の位置

（＊印），下図はターゲットの高度の時間変化 

 



 

真対気速度，指示対気速度，マッハ数に関して

は，気象データを使用していないため，３速度間

の

試験結果となった。ロール角に関する試

験

整合性試験の結果であり，不合格率が 58.91%
と非常に悪い結果となった。データ分析の結果，

DAPs 指示対気速度から変換式を用いて得られ

るマッハ数と，DAPs マッハ数の誤差が大きくな

っていたことが原因となっていることが考えら

れる。 
ロール角に関しては，不合格率が 16.70%と 5%

を上回る

では，3.2 項で述べたように，真対気速度また

はトラック角変化率が有効でない場合は，レーダ

データから計算されたトラック角変化率とダウ

ンリンクされたロール角の符号の一致を確認す

ることで，ロール角の有効判定を行った。両方の 

 
図 5 対地速度データ（例） 

上段：レーダ算出値（○印）および DAPs 値（◆印） 

中段：レ 出  

値が非常 適さない場合は合

格 は，トラック角変化

周期

10

ーダ算 値と DAPs 値の差（＋印）

および判定閾値（－印） 

下段：差と閾値の比（□印） 

に小さく符号判定に

としている。今回の試験で

率とロール角が，それぞれ 0.1[deg/sec]および

1.0[deg]以下の場合に合格としたが，この判定値

の大きさにより，試験結果の不合格率が大きく異

なることが分析結果として分かっている。 
気圧高度変化率，垂直慣性速度に対しては，高

度情報の分解能 25[ft]およびデータ更新

[sec]をもとに，判定閾値を 125[ft/min]として

試験を実施した。不合格率は 37.21%および

37.26%であった。レーダ計算値と DAPs 値の誤

差分布では，標準偏差が約 200[ft/min]となって

いたため，判定閾値の設定に関する検討が必要と

考えられる。 
 

 
図 6 トラック角データ（例） 

上段：レーダ算出値（○印）および DAPs 値（◆印） 

中段：レーダ算出値と DAPs 値の差（＋印） 

および判定閾値（－印） 

下段：差と閾値の比（□印） 

 



 

5. まと

ムの開発にあたり，

カーン研究所が開発した44の試験

項

以

上

表 3 動的情報（BDS50/60）試験結果 

 

 

動

しては，対地速度およびトラック角変化率以外

の
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験は，概ね有効に機能した。試験結果で，8 割

の機体で BDS10 のモード Sサブネットバージ

ョンが不適切な値となっていることが判明した。

その他の静的情報試験に置いては，偶発的なエラ

ー，および機器の不具合と思われるエラーが検出

された。 
 

 

態情報の値に対する動的情報試験の結果に

関

試験結果は，不合格率が想定値より高く，適切

に機能しなかった。今回は，文献[3]の MIT の手

法で算出した判定閾値を用いたが，閾値が過小ま

たは過大な値になっていることが考えられる。タ

ーゲットのレーダからの位置や運動方向および

データ更新周期を考慮し，閾値の算出方法を改善

する必要がある。 
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 試験 
 

不合格 
数

不合格

GS 130,038   2,196 1.69
T 5 89  AS 130,17 76,6 58.91
IAS 130,175 76,689 58.91 
MACH 130,175 76,689 58.91 
TTA 129,858 29,042 22.36 
TAR 105,140 3,674 3.49 
RA 128,556 21,463 16.70 
BAR 130,571 4 38,587 7.21 
IVV 127,799 47,623 37.26 
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